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要約
今日、半農半漁に関する研究はほとんど見られない。その要|悲の lつは、今日、農業を兼業する漁家
は、その数と割合が激減し、少数派になったからである。すなわち、 1950年代までは日本の漁家の大
部分は半農半漁であった。しかし1960年代以降、その数と割合は激減してきた。そして、 1998年に
おいて、その割合は14%となった。また、もう 1つの要因は、農業・漁業・林業に関する研究が対象
をそれぞれに絞り込み、縮分化される傾向にあるからである。
では今後、このような半農半漁は消え去る運命にあるのだろうかつ
本稿は、そのことに応えるために行った研究である。なお、研究方法としては、統計分析を行った。
本稿での研究結果は、以下の2点である。
( 1 )たしかに今日、全体的には半農半漁経営体数とその割合は激減した。しかし、小規模階層とのり
養殖業においては、漁家の3割を超える世構が農業をも営んでいる。また半農半漁経営体が東シナ海
区に分厚く残存している。
(2) そして、上記の小規模階層、のり蓑殖業、東シナ海区の半農半漁世帯においては、農業所得が 1
割前後を点めている。この数個自体はそれほど高くはない。しかし、漁業所得が変動的であることに
対し、農業所得がコンスタントで確実性が高いことを考慮するならば、この農業所得は額は大きくな
くとも、経済的に意味のあるものだと判断されよう。
その結果、マイナーではあるが、半農半漁は、農漁業の 1つのタイプとして、将来も存続していくだ
ろうという結論を得ることができた。
Summary 
Today I can't find out the study on the fishery households who are engaged in farming 
together at all. One of the reasons is following condition. That is to say， before 1960s 
almost of the fisher、yhouseholds were engaged in farming together in Japan， but after that 
these fishery households rapidly decreased. And the rate of these fishery households 
decreased to 14% 1998. And one more reason is based on the resent trend of the study 
methodology that the objects are subdivided to fishery， farming， and forestry each. 
Now， shall the fishery households who are engaged in farming together disappear before 
long? This study is the answer to this question. And the methodology of this study is statistiω 
cal analysis. The results of this study are following two points. 
(l)Today undoubtedly the fishery households who are engaged in farming together rapidly 
decreased. But more than 30% of the fishery households are engaged in farming together in 
the small-sized fishery strata and “Nori" laver aquaculture. And not a litle fishery house明
holds are engaged in farming together at East China Sea. 
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(2)And， the percentage of agricultural income for income of fishery household is about 10% 
now. lt is certainly not so many， but it has meaningful economic role， because generally fish-
ery income is very changeable， but agricultural income is comparatively constant. 
Therefore 1 could get the result that certainly the fishery households who are engaged in 
farming together changed to minor now， but are active as a type of fishery and farming 
households， and wilI continue in the future. 
1 .課題
f半農半漁J (註 1)に言及した著書や論文は
少なく，ましてや半農半漁の全体像の解明を呂的
とした著書や論文，あるいは f半農半漁Jをタイ
トルに掲げている著書や論文は寡関にして見あた
らない。このように，半農半漁が正面から取り上
げられない要因はう一方では，表 1に見られるよ
うにう今日わが聞の半農半漁経営体数は激減し，
その割合も低下し少数派化したためラマイナーで
無視しうる存在，あるし、はし、ずれ消えゆく中途半
端な形態と見る見解がH音黙に支配しているからで
はないだろうか。また他方でうその背景に，農林
漁業(第一次産業)研究における農業・林業・漁
業への対象の絞り込み・誕n分化・専門化領向が存
在しているからではないだろうか。すなわち，半
民主|主治、は漁業と農業が結合しているため，漁業の
み，あるいは農業のみの担角からは，片方が切り
捨てられ，両者が共に視野に入ることは困難であ
るからである。
たしかに今日，全国平均の統計数字を見ると
(第1表)，半農半漁経営体数は激減しラ漁業経営
体数に占める割合もかなり小さくなった。そして，
その要因は漁家の専業化(註2人すなわち半鹿
半漁控帯における零細農業の切り捨てなどによる
ものと考えられる。ではラそのことから即ラ今日
および将来にわたって半農半漁をマイナーで無視
しうる存在と見て妥当なのだろうか。本稿はヲた
しかに一面ではそのような傾向が進行しているわ
けだがヲしかし，そのような傾向に内在するもう
lつの側面として，以下のような点が存在してい
ることを指檎し，今日・将来においても半農半漁
が存在理由を保持していることを主張することを
目的としている。すなわち，結論を先取りするこ
とになるが，今日たしかに半農半漁経営体の数と
割合は激減した(第1表)。しかし，それは国民
経済におけるマクロの側面における現象である。
それに対し，他方において，同時に半農半漁経常
体数およびその割合には大きな階層性と地域性が
認められることに控目する必要がある。すなわちう
このようないわばミクロの視点から見ると，存在
状況に偏在性が認められ，ある特定の漁業経営階
層や漁業種類，あるいはある特定の漁村において
は，半農半漁経営体は無視しえない数と割合でま
とまって存在しているのである。またヲ少数とは
いえ，そのような形態で残された半農半漁経営体
における f農業j の経済的位置は思ったほど小さ
くはなくうこの点に半農半漁存立の今日 1~I{]な経済
的意義を見いだすことができるのではないか。し
たがって，今日においても半農半漁の存在を無視
することはできないし，またそれはう将来とも決
して消えゆく存在と見ることはできないことを指
摘してみたい。
分析の方法としては，上述のように，今日ではラ
そもそも半農半漁経営体の全体保に関する研究は
皆無に等しいため，本稿は，一般的な統計分析に
よって，今日におけるわが閣の半農半漁の存在形
態を概観し，またその存立条件を検討してみたい。
したがってラこれまで「海と台地iで取り上げて
きた呉体的な半農半漁調査報告を裏づける半農半
漁諭総括という位'(1ftづ、けをもっ。
2.半農半漁の統計的把擢方法
(註 1)で述べたように r漁業も営む農家j
あるいは「農業も営む漁家j を意味する用語とし
てはいくつかのものが散見されるがき本稿では
「半農半漁Jという用語を使)目する。
しかし，農林漁業統計の中に直接 f半農半漁j
等の用語自体を見いだすことはできないし，またう
それに相当する適当な専門用語も存在しないた
め，統計分析においては，農業統計ないし漁業統
計等の中から改めて「漁業も営む農家ムあるい
は「農業も営む漁家j という項目を探し出すこと
から始めなければならない。
そこで，まず農業センサスでは1995年までは
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漁業を兼業する農家数が把握できたがう 2000年
農業センサスではそのような誠査項目が削除され
たため，農業と漁業との接点を見いだすことは不
可能となった。それに対しラ漁業センサスでは，
農業と漁業との接点に関して 1995年までの農業
センサス以上の内容を見いだすことができる。す
なわち，漁業センサスでは， 1ml人漁業経営体(以
下 f漁家JとIH告称)が農業センサスの場合と同様
に専業・兼業に区分されているがう兼業漁家の兼
業種類の 1つとして「自営農業Jが把握されてい
る。そこでまず，この「自営農業を営む漁家Jを
f司王農半漁JI:lU告として把握することにする。
さらに，漁業センサスでは，漁家が兼業する自
営農業に関して，それが f主とする兼業揺類j で
ある場合 (A) と 1主とするか否かにかかわら
ずうともかく I~I 営農業を営むJ 場合(8)の 2通
りの分類がなされている。これら両者の関係はう
前者 (A)が後者(B) に含まれる関係にあるが，
(A) とそれ以外のもの (AマイナスB) とは内
容や性格がかなり異なると考えられることから，
本橋では下記のように必要に応じて両者を区別し
つつ使用することにする(第1図を参頭)。
( 1 )主とする兼業種績が自営農業である漁家
(狭義の半農半漁)
間知のようにう漁業は農業とは異なり，熟練男
子海上作業が不可欠となるという労働力構成上の
特徴(註3)からう専業経営的性格が強いため，
専業的なl!t摂(専業漁家や第 l種兼業漁家)の割
合が農家出:帯より高いが，このように専業的経営
の割合が比較的高い漁家構成において 1主とす
る兼業種類が自営農業であるJ (A) 状態とはう
第 l臨兼業漁家の場合では f漁業+農業J(a)， 
あるいは f漁業÷農業÷勤務(ないし農漁業以外
の目 以下「勤務等j と略称)J (b) という
在り方が世帯員の就業構成となっているものと推
測される。また，第2極兼業漁家の場合では，
「農業十漁業J(C)， 1農業÷漁業十勤務等J(d)ラ
あるいは「農業÷勤務等+漁業J(e) という就
業構成となっているものと考えられる。なおうこ
こで示した 10+ム+己Jという表現は世相:員の
就業部門(就業先)の序列を示しておりうたとえ
ば「漁業十農業+勤務等Jというのはう 1位の就
業部門が漁業で、2位が農業で3位が勤務等である
ことを意味していることに注意されたい。
そこで，これらの中身を検討してみたい。
まず 1漁業十農業J(a) においては，農業が
極めて小さい場合も存在しうるが 1農漁業以外
への勤務等Jに縛られる世帯員(とくに直系世帯
員)はいないため，全員が自営の漁業・農業に専
念できる状況にあること また上述のように専業
経営的性格が強い漁業が世帯経営の中心に存在す
るため，一定数の世帯員労働力数が確保されてい
ると考えられることから 漁業の合間を見て農業
を営む可能性は高いと考えられる。つまり，この
ような世帯における農業の規模は必ずしも小さく
はなく，一定水準を保持している場合が多いと推
測される。また，世帯員のr:j:lに勤務者(ないし農
漁業以外の自営業者)がし、る場合はう f漁業十農
業十勤務等J(b) という内容になるがうこの場
合は勤務等は第3位の位置にあるためうそれは概
して就業日数の少ない臨時的就業である場合が多
いと推測される。しかし，臨時的就業とはいえ元
米一定日数の出勤を要求される勤務等よりも農業
のほうが上位にあるということから，むしろ
の位訟が少なからず大きいということを暗示して
し、るとも考えられる。
次lこ 1農業十漁業J(c) の場合はう(a) と
は逆に漁業が臨めて小さい場合も存在しうるが，
(a) 同様ラ農漁業以外への勤務等に縛られる世
帯員(とくに薩系世事員)がおらず，世帯員全員
が自営の農業・漁業に専従できるため，農業の合
i留を見て漁業を営む可能性は高いと考えられるこ
とから，漁業の規模は一定水準を保持している場
合が多いと推~t1Uされる。また，勤務者等がし、る場
合は 1農業十漁業+勤務等J(d) という内容に
なるが，これも (b) 同様，少なからずの出勤を
求められる勤務等よりも漁業の方が上位に位置す
ることから，むしろ漁業の大きさが推測される。
こうして (a)，(b)， (C)， (d) の場合の多
くは，世帯経営の中心が漁業の場合(第 l種兼業
潟、家)であっても農業の場合(第2極兼業漁家)
であっても，漁業と農業は共に一定の規模水準を
保持し，世帯の再生産上不可欠な二大要素となっ
ているものとして把揺することができょう。本来，
1 "I~農三I~漁j とは世帯の再生産上，漁業と農業を
二大不可欠要素とする世帯のことを;む昧すること
からう以上の (a) から (d) までの4つのタイ
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プの多くはうこのような本来的な「半農半漁Jと
しての経営内容を文字通り備えているものと推測
される。その意味で本稿では，これら4つのタイ
プを f狭義の半農半漁Jと命名し，必要に応じて，
下記の「広義の半農半漁」と区別しつつ考察を行
うこととする。
一方， i農業十勤務等+漁業J (e) の場合はう
これまでの4つのタイプとは内容がかなり異なる
ように思われる。すなわち，このタイプは，世帯
員の中に勤務者等がいるが，この勤務者等はサラ
リーマンや農漁業以外の自営業者などであるから
一定の日数の勤務等をしているものと考えられ
る。また，このような勤務者等がいてもなお世帯
の最大の就業部門が農業であることから，農業の
規模は少なからずの一定水準のものと考えられ
る。とするならば，今日の世帯員数の減少傾向の
もとではう世帯員のほとんどは農業と勤務等を
とすることとなり，漁業への就業はかなり小さい
位置づけになるものと推測される。こうして，
(e) の多くは，漁業の比重が極めて小さく，漁
業が必ずしも世帯の再生産上不可欠要素とはなっ
ていない，いわば「漁家らしくない漁家J(註3)う
したがって農業と漁業の両方を不可欠二大要素と
する「本来的な半農半漁j とは必ずしもいえない
半農半漁であると考えられる。
以上のことから，本稿ではう少なくともう (a)
から (d) までの4タイプを「本来的な半農半漁J
または「狭義の半農半漁」として把握しうその中
には (e)は合まれないと理解する。ただしかし，
統計の上で (e) 部分をその他のタイプから総く
ことは不可能であるため，統計処理上は， i狭義
の半農半沸J として (e) タイプも含めた数簡を
使用せざるを得ないことをお断りしておきたい。
(2)自営農業を営んだ漁家(広義の半農半漁)
他方，自営農業の多寡はともかく 「自営農業を
営んだ潟、家J(8) のうち，上記の「狭義の半農
半漁jつまり「主とする兼業種類が自営農業であ
る漁家J(A) を除いた漁家，すなわちラ「主とす
る兼業種類ではないが自営農業を営んだ漁家jの
ほうは，世帯員の就業内容が (A) とはかなり異
なるものと考えられる。その根拠は以下の通りで
ある。
すなわち， (8)は自営農業が「主とする兼業
種類ではなしリため，第 1額兼業漁家の場合は，
「漁業+勤務等十農業J(f) というように農業が
第3位以下に位置づけられており，しかも農業が
「勤務等Jよりも低い位置にあることから，農業
はかなり小さく自給的生産を行う程度のものと推
測される。また第2種兼業漁家においては，漁業
の方が農業よりも大きい場合は「勤務等+漁業十
農業J (g) という内容になるため，同様にう農
業は自給生産的な零細規模のものと推測される。
一方，農業の方が漁業よりも大きい場合は「勤務
等÷農業÷漁業J(h) となるため，農業の位置
は必ずしも小さいとは言い切れないがう漁業は第
3位であるため i浜明期のみの漁業J(註4) と
いうように自給的な性格が強く i潟、家らしくな
し、潟、家J，むしろ農家と呼んだ方がふさわしい世
帯であり，農業の方はともかく漁業の方は世帯の
再生産上不可欠要素とはなっていないものと見ら
オ工る。
こうして， (f)， (g)， (h) のいずれのタイ
プも，漁業と農業が共に世帯のご大就業分野とな
っている世帯であると見ることはできないため，
これらのタイプはたしかに漁業と農業の両方を営
んではいるがう内容的には決して「本来的な半農
半漁Jとみなすことは国難である。そこでう本稿
では，このような漁業あるいは農業の比重の極め
て低い世帯を含めた，ともかく 「自営農業を営ん
だ漁家J (8) のほうを「広義の半農半漁j と呼
び，上記の「狭義の半農半漁J(A) と内容的に
区別し，以下では必要なかぎり両者の遠い(上記
の (e) も含めて)に注意しつつ，統計分析を行
っていきたい。
3.涯史性
一半農半漁の全殻的縮小傾向・少数派化一
そこでまずう全国において半農半漁経営体数と
その割合が今日までどのように推移してきたの
か，その麗史的動向を統計によって見てみたい。
自給自足経済が強かった高度経済成長以前にお
いては，日本の漁村において半農半漁はむしろ支
配的形態でありう潟、家の相当割合が半農半漁形態
をとっていたと想像される。事実ラ「耕地のある
漁家j の割合は， 1953年には68%を占め，その
後減少したカi68年でも50%を保持していた。し
かし， 78年には37%に，そして83年には32%に
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在していると考えられる。
なお Iともかく農業を営んだJI広義の半農半
漁J経営体のなかで漁業・農業の両者がともに経
済的意味をもっ本来的な半農半漁である「狭義の
半農半漁j 経営体が半数以上を占めていることが
分かるがう半農半漁をこの「狭義の半農半漁j に
限定すると半農半漁経営体数の割合は1998年で
は8%水準にまで縮小してきている。
低下してきたとされる(註5)。
第1図はその後の動向を示したものである。上
記の f広義の半農半漁j 経営体数の割合は1988
年には25%に， 93年には17%に，そして最近年
の98年には14%にまで低下してきており，全体
的にみて今日，半農半漁経営体は漁家の l割余の
少数派に縮小してきているということができる。
そして上述のように，この点に今日，半農半漁が
ほとんど取り上げられなくなった根拠の 1つが存
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1988 
個人漁業経営体総数
163，923 (100.0%) 
自営農業を営んだ漁業経営体
27，779 (16.9%) 
主とする兼業が自営農業である漁業経営体 主とする兼業ではないが自営農業を
15，685 (9.6%) 営んだ漁業経営体12.08(7.3%) 
u在 3.668 9，338 (5.7%) 6，357 (3.9%) (2'.20/;) I 8，416 (5.1 %) 
1993 
個人漁業経営体総数
143，194 000.0%) 
自営農業を営んだ漁業経営体
20，163 (14.1%) 
~t とする兼業が自営浪芸きである :=tとす民る兼業ではないが
漁業経?立体1，725(8.2%) 自営体 業を営んだ漁業経;営 8.438(5.9%) 
l兼
(i1.81%R )i i 
2兼
(64，. 585 5，140 5，931 6%) (3.6%) (4.1 %) 
1998 
??
???
? ??????
?， ?
?? ? ? ? ?
?
? ? ? ?
?
???
?
? ?
? ??
?
??
? ????????
???
漁業+農業
漁業H霊祭+勤務等
自営農業を営んだ個人漁業経営体の内容と推移(全国)
資料:農林水産省『漁業センサスJ
図1
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4.階層性および漁業種類
一割合的には漁船非利用・無道力船階層・のり
養殖業で 3割，絶対的には 1~5 トン階層・
のり養殖業が半農半漁の中心的担い手階層ー
では次にう如何なる経営階層あるいは漁業種類
においても半農半漁形態は縮小し少数派となって
きているのであろうか。この点を見たのが第1表
である。
まず全体的傾向としてはうたしかに，どの階層
や漁業種類においても半農半漁経営体は絶対数・
割合とも激減傾向を示している。しかし他方，階
層および漁業種類の間において格差が大きく，今
日でも決して無視し得ない数値を保持している階
層や漁業種類が存在する。
すなわち， 5トン未満の動力船使用構摺および
のり養殖業において 1998年でも半農半漁経営体
数がそれぞれ2ラ000を上回って存在しており(1
トン未満屑は6，462と一番多し、)，これらの階隠・
漁業種類において半農半漁経営体総数のア割強を
占めている。
また一方で，割合においては，漁船非使用， 1Hf; 
道力船のみ，およびのり提嫡業では1998年でも
半農半漁経営体数割合が3割合という決して低く
ない水準を維持しているし， 1!lf;道力船のみの階層
の減少テンポは他に比してゆるやかである。それ
に対し，動力船使用の各階層におけるその割合は
し、ずれも2割水準を割り，少数派に向かっている。
なかでも;最も主業的な沿岸漁家らしい階層といわ
れる 3~5 トン階層(註 6) を含めた 3 トン以ヒ
層になるとその割合は 1割未rmliとなり微少な存在
となっている。そして とくに企業I'I/~性格を発揮
しだすといわれる 10トン以上層(設7) になる
と5%を切り，極少数派となっている。
こうして，半農半漁経営体数の割合では，動力
船階層では2割未満の少数派となっているのに対
し，漁船非能用，無動力船のみ，およびのり設殖
業ではまだ3割合を保持しており，これらの間に
大きな違いが認められる。
以上の諸点をまとめると，半農半漁経営体は絶
対数ではそもそも経営体総数そのものが多い5ト
ン未満の動力船使用階層およびのり養殖業におい
てそれぞれ2 ， 000台~6 ， 000台の水準(1 998年)
で、比較的多く存在し，これらの賠層・漁業種類に
おける半農半漁経営体数は半農半漁経営体総数の
7割強を占めている。しかし，割合で見ると事情
は異なり， 5トン未計ilの動力船使用階層の経営体
総数に占める半農半漁経営体数の割合は2割未識
と少数を占めるにすぎない(少数派化)。逆に漁
船非使用階層および無動力船階層はその3割合水
準が半農半漁形態を維持しているがうしかしこれ
らの措隠はそもそも経営体総数が多くない。こう
して両者は絶対数と割合においてズレた様相を
している。一方，のり養殖業の方は半農半漁経営
体は絶対数・割合とも高い数値を示しており，今
日におけるわが国の半農半漁形態を最もよく示す
タイプとして浮かび、 i二がってくる(註8)。
なお， 2j'¥:部では f広義の半農半漁j のデータを
使用しているがうそれは，掲載は省略するが，こ
のI札どの階層・漁業種類においても「狭義の半農
半漁J経営体数が「広義の半農半漁Jの過半数を占
め，これまで見てきた2種の半農半漁の内容の違
いにおいては階層および漁業種類の差が認められ
なかったためであることを付け加えておきたい。
表1 階層別および漁業種類別半農半漁経営体(農業を営んだ漁業経営体)数とその割合の推移
資料:J丘小j，ノ1( j)'í~ 1'i' Wì~(\ :::tムセンサス J
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5.地域性
一日本最大の半農半漁地域(県)=東シナ海匿
(佐賀県)
( 1 )半農半漁二大海区
東日本(太平洋北毘う河中区，日本海北区)
と九州・沖縄(東シナ海区)一
また，半農半漁は果たして日本のどこにおいて
もおしなべて減少・縮小し少数派化してきている
のであろうか。図2は半農半漁経営体数を「狭義J
と「広義Jに分けて大海匿別・都道府県別に示し
たものである。
まず r広義の半農半漁」経営体数においては，
太平洋北毘の岩手，宮城，太平洋中堅の千葉，一
重，日本海北区の新潟，石J1，瀬戸内海区の愛媛，
および東シナ海区の諸県に1，000前後，あるいは
それ以上の比較的多数の存在が確認される。しか
し，これら以外の都道府県では極めて少なく 3 今
乱半農半漁の分布には地域性が顕著であること
が分かる。そしてうなかでも，東シナ海区(九
州・沖縄)への偏在ぶりが鮮明に読みとれる。
また，そのうち「狭義の半農半漁J(主とする
兼業種類が自営農業である漁業経営体)の内訳を
見ると，同様に地域性の大きさが確認できる。す
なわち，太平洋北区で半農半漁経営体数が多い岩
手，宮城，および日本海北区で同様の新潟，石川
においては半農半漁の大半が「主とする兼業では
ないが自家農業を営んだ漁業経営体J，すなわち
f漁業十勤務等+農業J，あるいは「勤務等十農
業+漁業j ないし「勤務等+漁業十農業Jという
ように，漁業と農業の二大部門がともに世帯の中
心に産らない，本来的な姿とは言い難い半農半漁
経営体の数が半数以上を占めるのに対し，愛媛
(瀬戸内海匿)や佐賀，長崎，熊本，鹿児島，沖
縄などの東シナ海区の諸県の半農半漁の大半は
「狭義の半農半漁J，すなわち漁業と農業がともに
世帯の中心に座っている f本来的な半農半潟Jが
半数以上を占めており，東日本(太平洋北毘，日
本海北区)と九州・沖縄(東シナ海区)の半農半
漁は内容・性格を若干異にしていることが暗示さ
れる。
臨3は，間じものを漁業経営体総数に対する割
合で示したものである。半農半漁経営体数はそれ
ほど少ないわけではないのに割合は低い三重と，
逆に絶対数はそれほど多くないのに割合はかなり
高い京都の2事例を除けば3 割合においても概し
て上述のこととほぼ閉じ結果が確認できる。すな
わち，概して半農半漁経営体数が多い地区はその
割合も高く，絶対数と割合はほぼパラレlレな関係
にあると見てよい。
こうして，日本における半農半漁の分布の地域
的偏在性と，東日本と九州・沖縄の半農半漁の中
身の違いが確認されたが，そのことをさらに敷街
するならば，結局，今日，本来的な半農半漁を絶
対数においても割合においても最も高い数字で残
存させている九州、1.沖縄(東シナ海区)が「日本
で最大の半農半漁地域J，しかも「本来的な半農
半漁jが大半を占める「日本で最も典型的な半農
半漁地域Jであると結論づけることができょう。
(2)日本最大級の半農半漁県コ佐賀県
ただし，すでに2の1)でも触れたようにう本
来的な半農半漁として位置づけた月実義の半農半
漁Jの中にも，第2種兼業漁家の一部に「農業十
勤務等+漁業j のように，浜明け期の短期的漁業
に代表されるような漁業の詑重が極めて低い f漁
家らしくない漁家Jが含まれている。そこで，園
4に，そのことを考慮した囲を示した。
この図からうまず日本海北区の新潟，石川1，瀬
戸内海区の愛媛，大分，そして東シナ海区の福間，
佐賀，熊本，鹿児島，沖縄の諸県において「狭義
の半農半漁J経営体数の割合が比較的高いことが
確認されるが，このこと自体は，これまで見てき
た点とダブっており，これまでの指捕が再度確認
されたにすぎない。
次いでうそのなかで上記のように第2種兼業漁
家の一部に「農業十勤務等十漁業Jという形で，
漁業の比重が小さくう本来的な半農半漁にそぐわ
ないものが含まれているため，本来的な半農半漁
がほとんどを出めると考えられる第 1撞兼業漁家
の割合をう図2で見た半農半漁経営体の絶対数が
多い諸県について見てみると，大きく 2類型の存
在が確認される。 lつは第1種兼業潟、家の割合が
大半を占める諸県であり，岩手，宮城，三重，石
JI，福岡，佐賀が含まれる。 2つは，逆に第2種
兼業漁家の割合が大半を占める諸擦であり，新潟，
愛媛，熊本，鹿児島う沖縄が含まれる。
こうして見ると，日本の半農半漁の典型地域と
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ロ主とする兼業ではないが自営農
業を営んだ漁業経営体数
閣主とする兼業が自営農業である
漁業経営体数
瀬戸内海区
図2 自意農業が主とする兼業か否か別の漁業経営体数の内訳
資料:農林水産省『第10次漁業センサス(1998年)J図3，関4も同じ
東シナ海区
ロ主とする兼業ではないが自営農業を営
んだ漁業経営体数の害IJ合
図主とする蒸業が自営農業である漁業
経営体数の割合
。北斎岩室箔茨子E罪符静愛三和徳商愛大宮警秋山新蜜石橋京兵E量産若山手日大兵岡広山徳脅愛潟大橋佐主義賢需産量沖
1湾森手域差量減3寵京奈関知E童数塁告知緩分*奇森田形潟山川井都E霊取根口数阪摩Ilil!語口密川媛岡分間焚曲奇本究綴
道累累探察擦県都川燦燦燦山県累累擦廃F柔県1'1!，良県燦燦府県熊県熊山府際良県F霊媒燥F柔県爆媛県擦緊密燦
媛県 爆 禁
% 図3 自堂農業が主とする兼業か否か男IJの漁業経営体数の割合
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図4 主とする兼業が自営農業である漁業経営体の兼業種類別割合
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見られた九州・沖縄(東シナ海区)においても，
本来的な半農半漁経営体数の割合が比較的高い福
岡，佐賀と 3 必ずしもそうとは言い切れない，す
なわち漁業の地位が低く本来的な半農半漁とは言
し嘆郎、「漁家らしくない漁家j を一部に含んだ半
農半漁の方が比較的高い割合を示している，熊本，
鹿児島，沖縄といった地域差の存在が暗示される。
なお，長崎は第 l種兼業漁家の割合の方が幾分高
いことから，強引に区分すれば，本来的な半農半
漁割合のより高い北部九州(福岡・佐賀・長崎)
と本来的でない半農半漁割合も少なからず含まれ
ている可能性の高い中南部九州(熊本・鹿児
島) ・沖縄という 2タイプが存在するように思わ
れる。
このことをさらに敷前するならば 1狭義の半
農半漁j のなかでも最も本来的な半農半漁の姿を
体現していると考えられる第 1種兼業漁家の割合
が佐賀，福岡の2県でとりわけ高く，なかでも佐
賀のそれは飛び抜けた数値を示している。佐賀は，
これまで見てきたように 半農半漁経営体数その
ものも多く (図2)，またそのなかにおける「狭
義の半農半漁J経営体数の割合が全国一の水準に
あったわけだが(閤3)，さらに，いま見たよう
に「狭義の半農半漁jのなかで文字通り最も本来
的な半農半漁という内容を持つ第 1種兼業漁家の
割合が飛び抜けて高いという点に及び(図4)， 
佐賀が質;震ともに日本最大級の，あるいは司本を
代表する典型的な半農半漁地域であると見ること
ができょう。
そしてう以上の考察の結果から，結局，佐賀県
ののり養殖業が今日の日本の半農半漁を最も代表
する存在であり，いわば象徴的存在として位置づ
けられることが示唆されてくる(註9)。
6.半農半漁における「農業jの経済的位讃
「漁業経済調査報告j分析…
次いで，半農半漁経営体における「農業j のも
つ経済的な位置について検討しておきたい。とい
うのは，これまで半農半漁研究がほとんど見あた
らないため，現在ではそれは果たして無視しうる
ほど小さいのかう一定の上七重を占めるのか，ある
いは地域性や階層性が大きいのか，皆目不明だか
らである。
ところでう半農半漁世帯の f農業Jの経済的位
置を直接的に示すデータは存在しない。たしかに
「漁業経済調査報告Jには漁家所得のなかに「農
業所得Jという項目が存在する。しかし，前述の
ように今日，半農半漁経営体数割合の激減・縮小
のもとでは，この調査の対象者のなかに占める半
農半漁経営体数はごく少数であるため，その平均
の数字をもって半農半漁の経済的実態であると判
断することはできなL、。しかも「漁業経済調査J
は漁業依存度の高い漁家が対象とされているとい
われていること(註10) を考慮するならば，な
おさらのことである。そこで本稿では，その数字
を上記漁業センサスにおける半農半漁経営体数割
合で割り戻した推定数値をもって半農半漁経営体
における f農業所得j と判断することにしたい
(註11)。
また 1漁業経済調査j の対象となった半農半
漁の内容もう上記のように浜明け期のみの短期的
漁業のような農業の比重の高い世帯から，自給的
農業を営む農業の比重の極めて低い漁家世帯まで
多様であると考えられる。すなわち，それは f広
義の半農半漁j に相当するものと考えられること
から，本節で使用するデータは「広義の半農半漁J
のものが妥当で、あると考える。
なお，本節での考察においても，歴史性，階層
性，および地域性に配慮しなければならないこと
は苦うまでもない。
( 1 )歴史性
まず表2は，半農半漁経営体における全国平均
の推定農業所得の推移を示したものである。なお，
表には農業所得以外にも漁業所得と漁業外被用労
賃を付け加えた。表から，漁業外被用労賃，すな
わち漁業外への勤務所得が農業所得を上回ってお
り，今日，平均像においては漁家の兼業先は農業
よりも勤務の方が援勢となり，兼業漁家の主要な
就業内容が，かつての f主に農業を兼業する漁家J
からむしろ「主に漁業外勤務(サラリーマン)を
兼業する漁家jへと変質してきていることが確認
される。また，このことは， 1半農半漁j 世帯に
おいても農業以外へ勤務する世帯員も少なくな
く，半農半漁世帯の就業内容が複雑・多様化して
きていることをも意味している(註12)。
さて，そのうえで，この20年間において推定
農業所得およびその割合はむしろ増加傾向を示し
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表 2 農業を営んだ漁家の農業所得(推計懐)の位置(全僅) (単位:千円， %) 
1978 1988 1998 
神、家所得 A 4，009.7 5，366.8 5，705.6 
漁業所得 2，263.3 2，472.0 2， 158.3 
漁業外被用労賃 371. 7 568.6 705. 1 
農業所得 B 46.4 52. 2 58. 7 
農業を営んだ漁家の割合 C 34. 1 24.8 14. 1 
農業を営んだ、漁家の農業所得の推計 D=B/C 136.1 210.5 416.3 
農業を営んだ漁家の農業所得の割合 E=D/A 3.4 3. 9 7.3 
資料:A， B， D， Eは農林水産省『漁業経済調査報告(漁家の部) ~， Cは農林
水産省『漁業センサス』より.
:漁家とは『漁業経済調査』では梅詣漁業持、家， ~漁業センサスi では個人漁
業経営体を採用.
ている。これは，この間，半農半漁の中でも農業
の位置が比較的低い世帯が離農し農業を切り捨て
てきた結果，比較的農業の比重の高い半農半漁世
帯が残されたためと考えられる。本文 1.で述べ
た漁家の専業化がそれに当たる。こうして今自，
残された半農半漁世帯の推定農業所得は全国平均
で見て42万円，そして漁家所得の中での割合は
1998年で7%台となっている。もちろん，この
限りでは，農業所得の位置は低いと見ざるを得な
し、。
(2 )階層性および漁業種類
次に，階層別および漁業種類、別に見たのが表3
である。ぱらつきが大きいのは推定値の欠焔から
きているように思われる。まず摺層的に拾う 1ト
ン未満層の推定農業所得は79万円であり，漁業
外被用労賃を上回っており，またその割合も
15%と比較的高い点が注目される。これは， r漁
業十農業J，ないし f漁業+農業+勤務等Jとい
う就業内容を示していると考えられる。本文4.
で漁船使用 1トン未満層に最大多数の半農半漁世
帯が存在することを指摘したが，この零細階層の
半農半漁世帯においては農業の経済的比重が比較
的高い点を確認することができる。
漁業種類においては，のり養殖業の推定農業所・
得が86万円とこのなかでは最も高くうその割合
も8%と比較的高い。また，推定農業所得が漁業
外被用労賃を上田っているだけでなく，推定前の
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?
???????? ?? ?
漁船漁家平均 I5，705.6 
=1 1トン未満 I5，169.0 
十 1，._ 3 1 5，267.3 
民 3，._ 5 I 6， 291. 4 
5，._ 1 0 I 7，051. 6 
小型定置網 I 6，609.2 
のり養殖業 I 10， 187.5 
資料:表2に同じ
58.7 1 14.1 416.31 7.3 
794.1 I 15.4 
55. 5 1 1.1 
235. 1 1 3.7 
43.7 I 0.6 
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149.3 1 18.8 
6.6 1 1. 9 
18. 1 1 7.7 
3. 1 I 7.1 
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平均農業所得も漁業外被用労賃を上回っており，
農業の占める位置の大きさが確認できる。就業内
容を示せば I漁業十農業j という形が主要な形
態であると見られる。本文2.で，のり養殖業に
おいて半農半漁が経営体数・割合ともに比較的高
く，半農半漁の 1つの典型的なタイプを示してい
る点を指摘したが，のり養殖業を営む半農半漁世
帯は経済的内容においても農業の比重が比較的高
く，名実ともに f本来的な半農半漁Jの典型的タ
イプと見ることができる。
これらのニ者に比べ，他の階層や漁業種類では，
推定農業所得額およびその割合ともかなり低く、
ネグリジブlレなものと言わざるを得ない。
(3)地域性
表4は海区別に見たものである。まず，太平洋
南区の推定農業所得が255万円と高く，またその
割合も67%と極めて高く出ているのが目立つが，
これは推定値に起因するのか，本海区の半農半漁
は他の海毘と違って農業の比重が極めて高いのか
は，ここから判断することはできない。この点を
別にすると，太平洋北区，問中区，および東シナ
海区の半農半漁経営体の推定農業所得がともに
50万円台でその割合も 10%前後と決して無視し
えない水準を示す一方，日本海北区・向西区では
それらが5万円ないし7万円および1%前後とネ
グリジブlレなものとなっており，地域性の大きさ
が認められる。また，そのなかで，太平洋北区と
東シナ海区では推定農業所得が漁業外被用労賃を
上回っており，これら南海区の半農半漁の主要な
就業内容が f漁業+農業j となっていることが推
測される。この点は，本文5.の1)で太平洋北
区，問中芭が東日本での半農半漁の代表的地域で
あり，東シナ海区が西日本での代表的半農半漁地
域であることを述べたことと重なっており，これ
らの2つの代表的地域の半農半漁の大方が「本来
表4 農業を営んだ漁家の農業所得(推計鐘)の位童の海区別比較 (1998年)
(単位:千円， %) 
漁家所得 漁業所得 漁業外 農業 農業 農業を営 農業を
被用 所得 を営 んだ漁家 営んだ
労賃 んだ の農業所 漁家の
漁家 得の推計 農業所
の割 得の
l口L 割合
由一回目一目白 自由冒幡町一回一回 一四一一一同時 ーーー一一一回目 四四四四戸ー
A 
全国 5，705.6 2， 158. 3 705. 1 
北海道区 5，833.2 2， 282. 7 400.3 
太平洋北区 6，003.6 2，154.8 503.8 
太平洋中区 6，583.4 2，520.8 1， 035. 8 
太平洋南区 3，782.4 1，562.2 558. 7 
日本海北区 7，285.6 1，967.0 1，341. 3 
日本海西区 6，580.7 1，877.3 1，064.4 
瀬戸内海区 5， 112.9 2，267.2 
東シナ海区 4，419.5 1，809.0 
資料:表2に同じ.
的な半農半漁jの内容を持っているものと推測さ
れる。
(4)結論
本節においても，階居的には 1トン未満!習にお
いて，また漁業種類ではのり養殖業において，さ
471. 6 
452. 7 
B C D D/A 
(B/C) 
58. 7 14. 1 416.3 7.3 
1.7 
97.2 16.6 585.5 9.8 
90. 2 15.4 585. 7 8.9 
175.7 6.9 2，546.4 67.3 
22.2 31. 6 70.3 1.0 
7.5 14.9 50.3 0.8 
9. 1 10.3 88.3 1.7 
100.3 19.5 514.4 11. 6 
らに地域的には太平洋北区 間中区と東シナ海区
においては，推定計算において50万円台から70
~80万円台，割合にして 10%前後の農業所得を
得ており，しかも太平洋中堅以外のこれらの階
層・漁業種類・海区では推定農業所得は漁業外被
用労賃よりも多いことが分かった。しかし，その
22 
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他の階層，漁業種類，および海匿においては，半
農半漁世帯における農業の比重は極めて小さくラ
ネグリジブルなものであった。
問題は， 50~80万円水準の農業所得，および
10%水準のその割合を大きい(高し、)と見るか，
少ない(低L、)と見るかである。なおその場合，
推計において龍用した数値が「広義の半農半漁J
のものであった点も忘れてはならない。すなわち
半農半漁のなかでも農業の比重の比較的高い「狭
義の半農半漁j においては上記の数字はもう少し
大きな(高しサものと推測される。また， 2000 
~2001年の有明海のり養殖業の不振等に見られ
たような漁業所得の変動や伸び悩み傾向も考慮す
る必要があろう。
そこで，これらの諸点も考蕗して判断するなら
ば，たしかに概して500~600万円から 1 ， 000万
円水準というサラリーマン世帯に劣らない漁家所
得(表3，表4を参照)の中において50万円~
80万円台の農業所得は決して高いとはいえない
が，変動性の高い漁業所得に対し農業所得が比較
的安定性を持っていることや，今日における漁業
所得の伸び悩み傾向のもとでは，このような水準
の農業所得は漁家経済のなかで決して無視し得な
し、一定の経済的役割を果たしているものと判断さ
れる。あるいは，農業所得は漁家経済のなかでむ
しろボーナス的，ないし保験的な，いわば「隠れ
た役割」を果たしていると言ったほうが実態に近
し、かもしれない。
7.総括と今後の課題
本稿は，漁業統計分析を通じて， 2つの事柄を
指摘した。 1つは，今日におけるわが国の半農半
漁経営体の存在形態についてであり，①半農半漁
は多様な内容を持つため，まず統計上，従来の第
l種・第2種の兼業毘分のみならず，本稿では独
自に，漁業と農業を二大不可欠要素として世帯経
営の中心に据える「本来的な半農半漁」を f狭義
の半農半漁J，それに対し必ずしもそうとは言い
切れない半農半漁をも含んだ半農半漁全体を「広
義の半農半漁Jと命名し，両者を区別しながら統
計分析を行うことを前提としたうえで，②今日わ
が臨の半農半漁経営体数は激減傾向を示し，その
割合も 1998年で14%に低下したため，全体とし
て見るとたしかに少数派化したこと，③しかし，
絶対数では5トン未満の動力船使用措層とのり養
殖業において2，000を超える経営体が，また割合
においては漁船非使用階層，燕動力船のみの階層，
およびのり養殖業において 3割を超える経営体
が，それぞれ半農半漁形態(広義)を保持してい
ること，④また，太平洋北思，問中i忍日本海北
区，および東シナ海区，とりわけ東シナ海区に多
くの半農半漁経営体が存在し，なかでも佐賀県は
半農半漁経営体数が比較的多いだけでなく，その
なかで「狭義の半農半漁J経営体数の割合が飛び
抜けて高いことからうわが国における半農半漁の
最大かつ典型地域として位置づけられること，⑤
こうして結局，半農半漁経営体数やその割合を一
定数保持している階層，漁業種類，海底がし、まだ
存在することに注意すべきことを指摘した。
2つは，漁家経済のなかでの農業の経済的位置
づけ・評価に関してであり，①まず今日，半農半
漁経営体数が激減し少数派化したもとでは，半農
半漁経営体のサンプルがどのくらい含まれている
のかという統計上の問題が帯在するため，その点
を考慮して統計データから半農半漁世帯の農業所
得の推定を行ったこと，②その結果，今日半農半
漁経営体数の多い，あるいはその割合の高い，動
力船 1トン未満層，のり養殖業，太平洋北匿，東
シナ海区においては500万円から 1，000万円水準
の漁家所得のなかで推定農業所得は50万円~80
万円台，その割合は10%前後と見られること，
③しかも，これらの階層，漁業種類，海区におい
ては，この推定農業所得は漁業外被用労賃よりも
高いこと，④そして，この農業所得は確かにそれ
ほど高いものではないが，今日的諸事情を勘案す
ると 3 漁家経済のなかで決して無視し得ない位置
を占め，ボーナス的・保険的な「隠れた役割Jを
果たしているものと判断した。
本稿での考察は 3 まだ統計分析の域を出ていな
いし，抽象的指摘にとどまっている。たとえば，
東シナ海区や佐賀県を日本最大の典型的半農半漁
地域と措定し 3 また，上記の階層，漁業種類ラ海
区において農業が無視し得ない経済的価値をもっ
「本来的な半農半漁Jの存在が検出できるとした
が，これらの具体的実態は不明のままである。そ
こで今後は，本稿で指摘したこれらの諸点を検証
するために，階層，漁業種類3 海区の遠いだけで
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なく，漁業資源やその変動状況，また他方での農
業の具体的な存在状況，さらには半農半漁世帯の
労働力構成等，多様な現実的諸要因を踏まえた実
態分析が求められる。
(言上 1)r農業を営むif.¥家Jないし「漁業を営む農家Jを意味す
る用語としては f半農半漁J(秋山(lJ，p.43)だけでなく，
rJ良霊祭漁業J(倉田 [5J，p.21)， r良漁兼常j魚、家J(締内ら
[3J， p.16)， rヨ三段高山魚Jf:=i三J魚、副}定J(斎藤 [7]， p.139， 
p.141)等が使用されているが，現在それに相ilする農林
漁業統計上の共通する適当な専門用認が存夜しないため，本
稿では， Jニ記の内 容を示す用語として「半農半漁Jを使用
する。
(註2)中込 [6J，p.18を参照。
(註3)加瀬 [4J，pp.11~15，中込 [6J ， pp.15~17を参照。
(註4)これは，たとえば浜明け期の数日間のみに魚介・海藻類
を採る「漁家j というよりも r!災家Jと?ぎった方が適切な世
殺のことである。なお~兵mèJけ販の短期的漁業については井
元 [2J，p.72を参Jl君。
(註5)加瀬 [4J，p.92を参!l君。
(言工6)力1瀬 [4J，p.113を参照。
(言主7)加瀬 [4J，p.50を参!被。
(言工8)のり養殖業と農業との兼業(半鹿半漁)については少な
からずの指摘が あるが， l主体的事例分析として陣内ら [3J，
pp.178~ 180や，斎藤 [7J，pp.139~166が注目される。
また， :)1:元 [2J，p.42はのり養flti業を f第 Hil兼業製Jと
措定しているが，このタイプが2の 1)で述べた「漁業十農
業J(α) に対応している。
(設9)線内ら [3Jは佐賀県ののり産地を対象とした研究だが，
その各所で rJ1!k~在ulft営漁家J と呼ばれる半jfi土|土漁絞営体に言
及している。
(註10)中込 [6J，p.19を参!l~l。
(註11)この方法は加瀬 [4J，p.IOOから学んだ。
(註 12) その意味では「半g，1k21~漁J という表現も今日的笑態をよ
り反映できる新たな表現に変えた方がよいかもしれない。
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